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10月に入り、ようやく秋の気配を感じられる気候となりま
した。10月は、季節の行事を楽しむことができるだけでなく、様々
な面で「節目」となる重要な時期でもあります。多くの企業では
下半期の始まりにあたり、4月に次いで人事異動や転勤が発令
されることも少なくありません。
最近発表された出社に関する調査によれば、週5日出社が最

も多く、約38％の人がこの頻度で勤務している一方、完全在宅
勤務は約9％という結果が示されていました。新型コロナウィル
ス感染拡大を経て、在宅勤務の浸透・定着が予想されていたもの
の、対面によるコミュニケーションの価値が再評価される中で、
次第に出社頻度が増加している傾向が見てとれます。これを受け、
企業側は活力ある職場づくりを目指し、空調や照明の整備はも

ちろん、音環境の改善、グリーンやアートの導入、社内カフェの
設置など、社員がリフレッシュできる空間と時間の提供に力を
入れています。こうした取り組みは、通勤（痛勤）の負担を軽減し、
出社に対する心理的ハードルを下げる効果も期待されています。
今月のCRIレポートでは、「移動」と「滞在」という二つの概念

を考察致しました。「移動」は単なる物理的な移動ではなく、可
能な限り快適で前向きな体験であることが望ましく、その終着
点あるいは中継地点となる「滞在」も、単なる場所ではなく安全
で快適な“居場所”としての意味を持つことが重要です。
気候の穏やかなこの季節、皆様におかれましても、ぜひ様々

な場所へ足を運び、移動の過程も滞在先での体験も合わせて、
秋の魅力を存分に味わってみてはいかがでしょうか。

編 

集 

後 

記

N O V .

11  C R I’S  F o c u s

　2010年と2020年で３歳まで、5歳までの人口を比較したとこ

ろ、全国926町村の内、10年で3歳までの人口が増えたのは73町村

（7.9％）、5歳までの人口が増えたのは92町村（9.9％）にとどまった。

また合計特殊出生率が県平均より高かったのは、いずれも地方の自

治体であり、地方の健闘が確認できた  図表 1  図表 2 。

1.岡山県奈義町 
2012年に「子育て応援宣言」を発表し、町民と行政が一体となっ

て少子化対策を推進。2019年に合計特殊出生率が2.95となり「奇

跡のまち」とも言われた。具体的な住宅支援としては2台分の駐車

場を含む月額5万円の家賃の町営賃貸住宅（グリーンビレッジ）を

整備し若い夫婦の定住を促進。

2. 茨城県境町 

子育て世帯向けの町営住宅に25年間住み続けると、土地と建

物が無償譲渡される制度を導入。家賃は月額5～6万円台と安価

で、固定資産税も不要なため、募集戸数以上の応募がみられる。

ＰＦＩ※を活用することにより町の財政負担ゼロであることも特徴。

3. 青森県六戸町 
定住促進新築住宅建設補助金として、六戸町に3年以上定住す

る目的で新築住宅を建設する人に対し、建設費の一部を負担、上

限は50万円で夫婦共に40歳未満の場合10万円が加算される。また、

若者定住支援補助金として夫婦共に40歳未満で町内の民間賃貸

住宅に住む場合、月額2万円を上限として補助し、この補助は最長

24ヵ月活用できる。 

各町村の住宅支援策

少子化の時代 ～地方自治体の住宅支援～

少子化問題は今や全国的な問題であり、各行政とも様々な対策を講じているものの、
成果に結びついているとは言い難い。そんな中で、生活の基盤ともいえる住宅支援策を軸に少子化対策を
展開し成果を上げてきた自治体がみられる。今月号はそうした自治体の試みについて紹介したい。 

10年でこどもの人口が増加した町村

2010～2020年でこどもの人口が増加した上位町村図表  1

資料：総務省「国勢調査」より長谷工総合研究所にて算出 

3歳まで 増加数 増加率
1 奈良県 王寺町 315 49.1%

2 沖縄県 南風原町 312 15.9%

3 沖縄県 八重瀬町 300 24.1%

4 沖縄県 中城村 225 28.4%

5 佐賀県 みやき町 197 27.5%

6 沖縄県 与那原町 177 20.8%

7 福岡県 新宮町 157 12.0%

8 京都府 大山崎町 124 21.1%

9 熊本県 嘉島町 89 24.3%

10 青森県 六戸町 88 34.1%

5歳まで 増加数 増加率
1 沖縄県 八重瀬町 616 33.5%

2 沖縄県 南風原町 555 19.3%

3 奈良県 王寺町 468 46.7%

4 福岡県 新宮町 444 23.2%

5 沖縄県 中城村 443 38.3%

6 愛知県 阿久比町 329 23.0%

7 沖縄県 与那原町 288 23.0%

8 佐賀県 みやき町 282 25.4%

9 熊本県 嘉島町 197 37.0%

10 山梨県 昭和町 182 16.6%

合計特殊出生率が県平均より高い自治体図表  2

資料：各自治体HPより長谷工総合研究所にて算出（県平均との比較はそれぞれ岡山県奈義町
2022年、茨城県境町2013～2017年平均、新潟県十日町2022年、山形県鶴岡市2023年） 
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いずれも住宅支援が単なる住まいの提供にとどまらず、それぞ

れの自治体の事情に合わせた支援策を講じ、安心して子育てでき

る環境づくりをも提供することで、こども人口の減少に対処している。 

＃少子化　＃地方自治体　＃住宅支援　＃合計特殊出生率

※PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）の略で民間の資金
　やノウハウを活用して公共施設の整備や運営を行う手法。


